
平成２０年度税制改正に関する要望

定期航空協会



平素より、航空運送事業に対し、ご理解とご支援をいただき厚く平素より、航空運送事業に対し、ご理解とご支援をいただき厚く

御礼申し上げます。御礼申し上げます。

身近な交通機関として定着身近な交通機関として定着・・発展している航空輸送は、発展している航空輸送は、地域の活地域の活

性化、性化、世界との人世界との人流・物流の拡大に貢献しており、今後も我が流・物流の拡大に貢献しており、今後も我が国の国の

成長力強化の重要戦略インフラと成長力強化の重要戦略インフラとして位置づけられています。して位置づけられています。

一方、一方、本邦航空本邦航空会社会社は、需要は、需要喚起、経営合理化に喚起、経営合理化に努め努めてていますがいますが

原油価格原油価格の高騰の高騰や国際競争の激化等や国際競争の激化等により、安定成長を行うためのにより、安定成長を行うための

十分な企業体力十分な企業体力のの確保確保がができておりませんできておりません。。

こうした状況のなか、こうした状況のなか、航空ネットワークの充実航空ネットワークの充実や航空機のや航空機のバリアバリア

フリー化フリー化をを促進促進し、し、安全安全かつ利便性の高いかつ利便性の高い航空輸送航空輸送サービスを提供サービスを提供

してしていくためにはいくためには、自らの経営努力、自らの経営努力はもとよりはもとより、税制面での措置を、税制面での措置を

継続・拡充していただくことが不可欠と考えます。継続・拡充していただくことが不可欠と考えます。

つきましては、平成つきましては、平成２０２０年度の税制改正に当たり、次のとおり年度の税制改正に当たり、次のとおり

要望いたしますので、特段のご配慮をお願い申し上げます。要望いたしますので、特段のご配慮をお願い申し上げます。
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航空は航空は地域活性化を支える基盤インフラとして定着しております。地域活性化を支える基盤インフラとして定着しております。

安定的な航空輸送サービスの提供が求められるなか、ローカル路線は減少
傾向にあり、航空ネットワークの維持と本邦航空会社の国際競争力確保の
観点から、本措置の延長・拡充は不可欠です。

出典：第出典：第44回回 全国幹線旅客純流動調査（国土交通省）より作成全国幹線旅客純流動調査（国土交通省）より作成

１．国内線就航機に係る課税標準の１．国内線就航機に係る課税標準の特例措置の延長特例措置の延長・拡充・拡充
（（固定資産税固定資産税））

［現行］ １３０トン以上の航空機１３０トン以上の航空機 ：最初の３年間：最初の３年間 ２／３２／３
１３０トン未満の航空機１３０トン未満の航空機 ：最初の３年間：最初の３年間 １／２１／２

［要望］ 適用期限の延長（２年間）
１３０トン未満に係る軽減措置の拡充（次の３年間 ２／３）

◆交通モード別◆交通モード別 輸送実績輸送実績 ◆◆移動移動距離別距離別 分担率分担率

２２

航空 93%

鉄道鉄道 55%% その他その他 2%2%

1,000km1,000km以上以上
（東京（東京--長崎等）長崎等）

鉄道鉄道

36%36%

その他その他 8%8%

航空
56%

700km700km～～1,000km1,000km未満未満
（東京（東京--広島等）広島等）

出典：第出典：第3/3/44回回 全国幹線旅客純流動調査（国土交通省）より作成全国幹線旅客純流動調査（国土交通省）より作成

◆航空利用者◆航空利用者のの移動距離別移動距離別伸び率伸び率（（20002000～～20052005））

出典：平成１８年出典：平成１８年 陸運統計要覧より抜粋陸運統計要覧より抜粋
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またまた、、航空機に固定資産税を課している国は稀で、航空機に固定資産税を課している国は稀で、
負担水準も我が国と比べて低位になっています。負担水準も我が国と比べて低位になっています。

３３

ローカル路線ローカル路線は、主としては、主として130130トン未満の航空機トン未満の航空機で運航してで運航していますが、いますが、
近年、需要も伸び悩み近年、需要も伸び悩み、地方都市間を結ぶ、地方都市間を結ぶ路線路線がが減少減少しています。しています。

出典：出典： 協会調べ協会調べ

◆ローカル路線◆ローカル路線 ネットワーク数ネットワーク数

[ 路線数 ]

[ 年度 ]

日本 約１0億円

韓国 約１億円

出典：出典： 協会調べ協会調べ

あり韓国、米国（一部の州）

なし
英国、ドイツ、フランス

シンガポール、オーストラリア

◆固定資産税制の有無◆固定資産税制の有無

◆ローカル路線◆ローカル路線 旅客実績旅客実績（羽田発着を除く）（羽田発着を除く）

8%

出典：出典： 協会調べ協会調べ

１３０トン未満の航空機１３０トン未満の航空機１３０トン以上の航空機１３０トン以上の航空機

◆航空機別の運航回数割合◆航空機別の運航回数割合

ローカル線ローカル線

幹線幹線

92%
44%

◆諸外国との負担比較◆諸外国との負担比較

出典：出典： 協会調べ協会調べ

※ 国内線用大型機（取得価額250億円）の導入後10年間の

累計納税額

[ 千人 ]

出典：航空輸送統計年報（国土交通省）出典：航空輸送統計年報（国土交通省）

[ 年度 ]



［現行］ 客席数６０席以上のバリアフリー基準※1を満たす航空機に
係る２０％特別償却（航空機取得価額２０％相当額に対する２０％特別償却）

［要望］ 適用期限の延長(２年間)
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各種設備

(具体例）

○

－

車椅子
（機内備付け）

○

○

可動式肘掛

○○客席数60以上

－○客席数30以上

車椅子使用者

対応便所

運航情報

提供設備

［％］［％］

２．交通バリアフリー設備（航空機）の特別償却制度の延長２．交通バリアフリー設備（航空機）の特別償却制度の延長
（（法人税等法人税等））

高齢者や障害者等の航空機を利用した移動の円滑化を促進することは、
公共交通機関としての航空会社の責務です。バリアフリー対応型航空機
の導入促進に、本制度は欠くことのできないものとなっています。

◆航空機に装備しなければならない主な障害者対応設備◆航空機に装備しなければならない主な障害者対応設備

（注（注22））

（注（注11））

（注（注11）通路に面する客席の半数以上）通路に面する客席の半数以上 （注（注22）機内通路が２以上の航空機の場合）機内通路が２以上の航空機の場合

◆バリアフリー基準の適合状況◆バリアフリー基準の適合状況

［年度］［年度］

出典：出典： 協会調べ（協会加盟会社ベース）協会調べ（協会加盟会社ベース）４４

（見込）

新機材の導入

既存機材の改修 等

2010年度
目標値（65%）

※※１１「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」に基づく公共交通移動等円滑化基準「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」に基づく公共交通移動等円滑化基準

（注（注11））



５５

免税免税

英国英国

免税免税

ｵｰｽﾄﾗﾘｱｵｰｽﾄﾗﾘｱ

無税無税免税免税免税免税無税無税

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ韓国韓国フランスフランス米国米国

３．航空機の部分品等に係る免税措置の延長３．航空機の部分品等に係る免税措置の延長
（（関税関税））

［現行］ 免税免税

［要望］ 適用期限の延長(３年間)

出典：出典： 協会調べ協会調べ

◆諸外国◆諸外国の部分品等のの部分品等の関税措置関税措置

◆◆我が国の我が国の航空機関連の関税措置航空機関連の関税措置

我が国の航空会社が使用する航空機、装備品、また部分品等の殆どは
外国製であり、輸入に頼らざるを得ない状況になっています。航空輸送の
安全性確保と国際競争力維持の観点から、本措置は不可欠です。

※※航空機本体や、航空機本体や、エンジンエンジン・操縦装置・・操縦装置・与圧装置等の与圧装置等の機体装備品に使用される機体装備品に使用されるボルトボルト・・ナット等ナット等の部分品は、の部分品は、
外国の航空機製造者とのライセンス契約上の問題により、本邦での製作が認められていません。外国の航空機製造者とのライセンス契約上の問題により、本邦での製作が認められていません。

ボルトボルト

ワッシャーワッシャー ナットナット

部分品部分品 （例）（例）

装備品装備品

（例：原動機）（例：原動機）

無税無税
（関税定率法）（関税定率法）

航空機航空機無税無税
（関税定率法）（関税定率法）

※※

免税
（関税暫定措置法）



環境省環境省案案**に基づく試算では、毎年に基づく試算では、毎年約約7272億円規模の負担が発生億円規模の負担が発生

（羽田再拡張（羽田再拡張や成田第二滑走路延伸や成田第二滑走路延伸などで事業拡大すれば負担額は更に増加）などで事業拡大すれば負担額は更に増加）

＊：＊：【【税率税率】】2,4002,400円／炭素トン円／炭素トン （（20052005年年1010月月2525日環境省公表）日環境省公表）

本邦航空会社は本邦航空会社は、、これまでも環境問題に積極的に取り組んできました。これまでも環境問題に積極的に取り組んできました。
今後もこうした取り組みを継続することで部門目標の達成は十分可能です。今後もこうした取り組みを継続することで部門目標の達成は十分可能です。

航空部門への課税は航空部門への課税は、、ネットワークの棄損や国際競争力低下を招きます。ネットワークの棄損や国際競争力低下を招きます。

採算性の低い路線からの撤退を余儀なくされ、航空ネットワークの棄損を
招きます。また、削減義務を負わない米国やアジア諸国の航空会社との
国際競争において、極めて不利な立場となります。

６６

４．環境税（仮称）について４．環境税（仮称）について

環境省は平成20年度税制改正にて、環境税（仮称）の創設を要望
していますが、以下の理由から航空への課税に強く反対します。

・・地球温暖化防止ボランタリープラン地球温暖化防止ボランタリープラン

・・自主行動計画（日本経団連）自主行動計画（日本経団連）

地球温暖化地球温暖化
対策推進大綱対策推進大綱
（（20022002年年33月）月）

主な取り組み主な取り組み

・燃費効率の優れた航空機の導入・燃費効率の優れた航空機の導入

・最適な飛行高度、巡航速度の採用・最適な飛行高度、巡航速度の採用

・地上時の補助動力装置の停止・地上時の補助動力装置の停止

・エンジン洗浄による燃費改善・エンジン洗浄による燃費改善 等等

20022002年度年度でで
目標目標をを達成達成

2010年度までに
目標達成確実

【【目標目標】】

エネルギー消費原単位当たりエネルギー消費原単位当たり
19951995年度比▲年度比▲7%7%削減削減

【【目標目標】】
エネルギー消費原単位当たりエネルギー消費原単位当たり

19951995年度比▲年度比▲15%15%削減削減

京都議定書京都議定書
目標達成計画目標達成計画
（（20052005年年44月）月）

※※改正省エネ法の航空分野への適用（改正省エネ法の航空分野への適用（20062006年年44月～）月～）



0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

原油および航空機燃料価格の推移原油および航空機燃料価格の推移

03年4月

（USD／BBL）

04年4月 05年4月 06年4月

原油（ﾄﾞﾊﾞｲ）原油（ﾄﾞﾊﾞｲ）

出典）原油＝石油業界誌（Platts Oilgram News）、航空機燃料＝ロイター

参考資料参考資料

７７

07年4月

航空機燃料航空機燃料
（シンガポールケロシン）（シンガポールケロシン）

USD84

USD28

約3倍




